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₁ ．は じ め に
　本論文の目的は，世界自然遺産の保全と，世界自然遺産が観光資源として活用され地域の観光
発展に資する場合の課題と問題点を整理し，あるべき世界遺産の保全に関するガバナンスについ
て考察を行うことである．
　すでに薮田（₂₀₁₇）において，観光資源としての世界遺産の保全を担保する世界遺産制度，ガバ
ナンスに関する包括的な検討を行い，過剰な地域開発や観光開発が世界遺産の保全に対して脅威
となってきた事実を示した．日本の場合，世界遺産登録に対して，地域の人々や観光業者が過度
に期待を寄せる傾向があり，その結果，いわゆるマスツーリズムの弊害が指摘されており，世界
遺産のガバナンスのもとで，登録に際して，事前に問題点，修正課題が指摘されるケースも散見
される．本論文では，とくに，日本の四つの世界自然遺産（知床，白神山地，小笠原諸島，ならびに
屋久島：₂₀₁₈年 ₇ 月現在）を対象に，そのガバナンスに関して実証を行い，その問題点，課題を整
理し，世界自然遺産の地域において，持続可能性を担保するためのガバナンスや観光施策の在り
方について検討を行う．
　本論文の構成は以下のようである． ₂ 章では，観光に関する持続可能性とエコツーリズムの考
えかたを整理する．とくに，地域観光資源の過剰利用傾向に関して，コモンプールアプローチの
考え方が有効であることを示す．次に， ₃ 章では，世界遺産地域に焦点を絞って，観光地として
の過剰利用傾向を回避するために，世界遺産制度がもつ世界遺産の保存，維持管理に関するガバ
ナンスの特徴とその限界について検討する． ₄ 章では，日本の四つの世界自然遺産（₂₀₁₈年時点）
地域について，Web ならびにインタビュー調査等の結果を踏まえて，各地域に関する資源管理の
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状況を特徴づけ，問題点を整理する．最後に ₅ 章では，今後のガバナンスの在り方に関する課題
を検討し，地域観光政策の在り方を考える．
₂ ．持続可能な観光発展とエコツーリズム
　地域観光資源の持続可能な保全と利用については，Yabuta（₂₀₁₁），薮田（₂₀₁₅）において，コ
モンプールアプローチをベースに分析を行った．自然公園などの地域観光資源は，その利用に関
して非排除的（誰でも利用が可能）ではあるが，競合的（誰かの利用が他の誰かの利用を妨げる）で
あるためにコモンプール資源としての性質をもつ．このため，観光開発によって過剰に利用され
る傾向があり，結果として，観光発展が地域観光資源を疲弊させ，地域発展が阻害される場合が
ある．したがって，適切な水準での地域観光資源の利用が必要であり，そのためには，Ostrom，
et al. （₁₉₉₄），Ostrom（₁₉₉₀）で示されたように，地域のステークホルダーらによる主体的な資源
管理が必要となる．つまり，地域資源を適切に管理運営するためには，誰が利用できるのか（境界
ルール），どの程度利用できるのか（配分ルール）といった規則の他に，規則を逸脱した場合の措置
（ペナルティ）の制定に関するガバナンスの構築が必要になる．このような地域コミュニティを主
体とする資源管理の在り方は，市場の失敗に対峙する仕組みや政府の規制などに付加されるべき
第三の道であるといえる₁）．
　他方，地域観光資源の適切な管理運営に関しては，いわゆるエコツーリズムの議論がある．地
域における観光発展それ自体が，地域観光資源の保全と地域発展に直結する観光の在り方は「狭
義のエコツーリズム」と呼ばれる．その一方で，過度の地域開発や観光発展が引き起こす市場の
失敗を回避するために，政策手段を考える観光開発の在り方を「広義のエコツーリズム」あるい
は「持続可能な観光開発」と呼ぶ（薮田（₂₀₁₅）参照）．狭義のエコツーリズムでは，地域の観光
発展が問題を起こさないように，あらかじめ一定のルールや方向性が組み込まれており，コスタ
リカの森林地域の観光発展が代表的な事例である．狭義のエコツーリズムの場合は，いわゆる
ニッチ観光の場合が多く，その地域観光資源の管理運用に関しては地域コミュニティの役割が大
きく，地域住民の参加や具体的なルール作成と順守の在り方が問われる．この意味では，狭義の
エコツーリズムの場合には，コミュニティにおける地域観光資源が適切に管理運営されており，
先述のコモンプールアプローチから見た場合，地域観光資源が適切に利用される傾向にある₂）．
₁ ）　この点については，Ostrom（₂₀₁₅）の第 ₃ 章（The future of the commons: beyond market failure 
and government regulations）参照．
₂ ）　ただし，狭義のエコツーリズムに関して近年とくに問題とされている点は，資源の持続可能な利用と
保全というよりは，むしろ，アウトプットとしての観光の成果が，コミュニティの間で公平に配分され
ているか否かといった点であり，こうした点をより重視する考え方は，CBET（Community-Based Eco-
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　しかしながら，現実には，著名な観光地の場合など，マスツーリズムに代表される弊害が起き
ている．このような場合には，現時点ですでに生じているか，あるいは生じつつある問題を回避
するための施策が必要になり，多くの場合「持続可能な観光発展」が標榜され，規制や経済的手
段を用いた枠組みが検討されることになる．つまり，狭義のエコツーリズムが地域開発や環境保
全などと矛盾しない観光発展の形態が事前に組み込まれているのに対して，広義のエコツーリズ
ムは，観光開発がそもそも地域の発展や地域資源の保全とトレードオフの関係があることを前提
に，トレードオフをできるだけ回避できるような観光開発の在り方を志向しようとする考え方で
ある．その顕著な例は，₂₀₁₇年の「開発のための持続可能な観光の国際年」制定の背景にある考
え方や，UNWTO の持続可能な観光と SDGs の関係を謳った事項などが挙げられる₃）．
₃ ．世界遺産の保全と観光発展
3.1　世界遺産と観光資源
　言うまでもなく，世界遺産は「顕著で普遍的な価値（OUV；Outstanding Universal Value）」を
有する人類全体のための自然や文化資源であり，資源の保全，破壊とその脅威からの保護が第一
義的な目的とされる．ただ，資源である以上，人間による直接的な利用，あるいは間接的な脅威
の発生によって，世界遺産自体の保全が難しくなる傾向がある．世界遺産と観光資源としての関
係について述べた UNESCO の Bokova 事務局長のメッセージ（₂₀₁₇）が示すように，世界遺産の
もつ観光の潜在的可能性は大きい反面，マスツーリズムの圧力から逃れるためには，持続可能な
資源の管理を確実に遂行できる観光開発，資源管理を行う必要がある₄）．言うまでもなく，世界遺
産は人類にとって OUV をもつ希少な資源であり，それを保護することが最も重要であるとして
も，他方で，人々がその OUV を認知し理解を共有するためには，訪問し学ぶことも重要である．
より多くの人々を世界遺産へと誘う観光は，「知ること」「相互に知り合うこと」を通じて，世界
平和の構築を目指す UNESCO 活動の原点に繫がっている．しかし，すでに述べたように，世界
遺産などが，マスツーリズムによる疲弊圧力を常に受ける理由は，コモンプールとしての地域観
光資源が過剰に利用される傾向をもつためである．コモンプールアプローチから，世界遺産登録
がもたらす影響を考える．図 ₁ が示すように，世界遺産は，観光資源としての地域資源の投入に
tourism）と呼ばれている（森（₂₀₁₇）参照）．
₃ ）　SDGs（持続可能な開発目標：持続可能な開発のための₂₀₃₀アジェンダ）は，₂₀₁₅年 ₉ 月に国連ミレニ
アム計画にひき続いて企図された宣言ないし目標である．そこでは，グローバル化の進行のもとで，急
速な観光発展が，文化や自然環境などに及ぼす負の影響を回避するためには，持続可能な観光発展の在
り方を追求し，計画性と責任のある観光発展の形態が必要である，とされる．
₄ ）Message by Irina Bokova, Director-General of UNESCO, for the International Year of Sustainable 
Tourism for Development（₂₀₁₇年 ₂ 月）による．
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対して，その価値の高さゆえに，より高い便益（収入）を生み出すであろう．その結果，利用に関
する限界費用に比して，コモンプール均衡としての資源利用水準はより大きくなる．この結果，
観光資源としての世界遺産では，より大きな収益とともに過大な資源投入を要する結果になる．
図 ₁ は通常のコモンプール資源の利用とそのアウトプットの関係を描いているが，世界遺産地域
においては，観光資源のもたらす収入がより大きいこと，その結果，資源投入に関する費用が変
わらないとすれば，コモンプールの均衡はより大きな資源投入をもたらし，マスツーリズムの危
険性は増すと考えられる．このことは，世界遺産など，より大きな観光収入をもたらす資源につ
いては，より一層厳格（あるいは適切）な資源管理を行う必要があることを意味している．
観光収入
O
費用
資源の投入量はより大きい
資源利用水準
世界遺産地域の
観光収入はより大きい
　ところで，世界遺産条約の目的は，「文化遺産及び自然遺産を人類全体のための世界の遺産とし
て損傷，破壊等の脅威から保護し，保存するための国際的な協力及び援助の体制を確立すること」
である．人類にとって OVU（「顕著で普遍的な価値（Outstanding Universal Value）」）を有する資
産は，人類全体の共有資源として保護する必要がある．保護の一義的な義務は，まず遺産が存在
する締約国自身にあるが，国際的な協力体制のもとで保護を行うことが国際社会全体に求められ
ている（第 ₆ 条）．なによりも，OUV を効果的に保護するためには，締約国内での取り組みが求め
られる．Yabuta（₂₀₁₁）では，ガラパゴスを例にして，ホテルなどの観光業の管理や検疫制度の
在り方，それらを管理遂行するためのガバナンスの仕組みに問題があることなどを理由に，世界
危機遺産となった経緯を示し，それに対して，エクアドル政府や関連する団体の努力によって危
機遺産から脱却することが可能となった状況を世界遺産委員会における議論をもとに説明した．
危機遺産としての登録には，当該世界遺産の OUV の保護に対して脅威となる要因があり，危機遺
産からの復帰には，それらの要因の具体的かつ有効な除去ないし解決のプロセス，計画立案と遂
図 1　世界遺産地域と観光発展
出所）筆者作成．
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行が求められる．Yabuta（₂₀₁₁）で示したように，世界遺産に影響を及ぼす人為的および自然的
要因は，洪水や地震などの自然的要因よりも武力紛争や開発，観光などの人為的要因がより大き
い．また．危機遺産となった要因は，紛争，開発や人口変動（流入）などが大勢であり，観光が直
接，間接的な要因となったものには，ガラパゴス諸島（エクアドル；₂₀₀₇年～₂₀₁₀年），イエロース
トーン国立公園（アメリカ；₁₉₉₅年～₂₀₀₃年），イグアス国立公園（ブラジル；₁₉₉₉年～₂₀₀₁年），ベ
リーズ珊瑚礁保護区（ベリーズ；₂₀₀₉年～₂₀₁₈年）などが挙げられる．とくに，ガラパゴスの場合
は，観光開発によって観光客が急激に増大し，ホテルなどの観光施設が非合法に建設され，脆弱
な検疫システムが生態系保護を困難にし，エクアドル本国に比して高い観光収入が獲得できるこ
とから本国からの移民が増大し，環境圧力が増大した．加えて，それら一連の課題を統括するガ
バナンスの問題があり，危機遺産への登録となったが，₂₀₁₀年には復帰を果たしている．参考ま
でに，表 ₁ は，これら ₄ 件の自然遺産について，危機遺産となった原因と，世界自然遺産リスト
への復帰の評価をまとめている．危機遺産からの復帰については，表 ₁ に記したように，観光に
関して，生態系の保護に関する管理運営の改善，交通インフラの開発中止，交通システムの改善
など，観光客の世界自然遺産へのアクセスとアクセス数のコントロール，ならびにその効果的な
表 1　観光開発を主要な要因として危機遺産になった世界自然遺産の例
遺産名称 国名 登録年 危機遺産 主な原因 復帰年 主たる復帰に関わる評価
ガラパゴス諸島 エクアドル ₁₉₇₈ ₂₀₀₇
統治問題，人口，違法な活動，
観光，観光客の影響，管理活
動，教育改革が組み込まれてい
ないなど（関連文書：State of 
conservation reports）
₂₀₁₀
アクセスポイント数の削減，
管理システムの整備，レクリ
エーション漁業の規制，観光
客数の管理，隔離措置と生物
安全保障の実践など（関連文
書：WHC⊖₁₀/₃₄.COM/ ₇ A.
Add）
イエローストーン
国立公園
アメリカ ₁₉₇₈ ₁₉₉₅
公園内の廃棄物，汚水の漏出，
固有種への脅威，年間を通じた
観光圧力，道路建設，地表水や
地下水の量，質への影響，鉱山
活動，バイソンなどへの潜在的
脅威など
₂₀₀₃
観光管理の改善（雪上車の段
階的廃止，スノーモービル使
用の制限，代替的な交通と燃
料の使用など）の他に，鉱山
活動の放棄，汚水処理の改
善，バイソンや固有種のマス
への脅威削減，水質改善なら
びに道路の影響改善，など
イグアス国立公園 ブラジル ₁₉₈₆ ₁₉₉₉
輸送インフラの問題，違法な活
動，観光，観光客の影響，過剰
なエネルギー投入，管理システ
ムの管理計画の問題など（関連
文書：State of conservation 
reports）
₂₀₀₁
道路の封鎖と関連する地域へ
の影響最小化と生態観光など
の共同プロジェクトの立ち上
げ，公園内の有効なバスシス
テムの導入など（関連文書：
WHC⊖₂₀₀₁/CONF.₂₀₅/₁₀）
ベリーズ珊瑚礁保
護区
ベリーズ ₁₉₉₆ ₂₀₀₉
マングローブや関連する生態系
の破壊，売却，資源管理システ
ムの欠如，違法な漁業，外来種
問題など（関連文書：WHC⊖
₀₉/₃₃.COM/ ₇ B．Add）
― ―
出所 ）ユネスコ世界遺産センターホームページの世界遺産リスト（http://whc.unesco.org/en/list/）ならびに危機遺産リスト
（http://whc.unesco.org/en/danger/）により筆者作成（いずれも₂₀₁₈年 ₇ 月 ₁ 日アクセス）．
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中長期の計画が重要なポイントとなっていると考えられる．
3.2　世界遺産の保全とガバナンス
　すでに述べたように，一般に主張されるエコツーリズムの概念は，観光市場の失敗に対峙しつ
つ観光発展の持続可能性を求める「広義のエコツーリズム」と，地域の観光活動自体が地域社会
の持続可能性を保証する「狭義のエコツーリズム」とがある（薮田（₂₀₁₅））．現在では，観光に関
する情報が拡散すると同時に，人々の観光需要が高まり，その結果，バトラーのいう観光発展経
路を一気に辿ることになる．この観光発展の経路こそが，マスツーリズムの弊害を生み出す原因
となり，結果的に，観光市場の失敗を生起させる（Yabuta（₂₀₁₁））．このため，持続可能な観光
（つまり，「広義のエコツーリズム」）を維持するために必要と考えられる観光の在り方，原則を検討
する必要がある．エコツーリズムの定義ならびに原則については，Weaver（₂₀₀₁），Higham（₂₀₀₇）
をはじめ，多くの論者が言及している．たとえば，Weaver（₂₀₀₁）の第 ₁ 章で Blamely はエコツー
リズムの原則（Principles of Ecotourism）について論じ，自然にかかわる観光，環境や文化の教
育，持続可能な管理，という三つの視点に言及している（Blamely（₂₀₀₁））．これらの観点を含み，
より現実的でかつ評価可能な形で原則を示した一つの例は表 ₂ （あるいは個別の観光地を含む表 ₃ ）
のようにまとめられている．これらの表が他の先行研究でまとめられた点と異なるのは，
①コモンプールアプローチの視点から地域観光資源の利用ルールや管理方法がまとめられている，
②市場の失敗に対する解決策など「広義のエコツーリズム」に関する資源政策や管理の在り方に
関係している，
表 2　エコツーリズムの基本原則とコモンプールの管理原則修正必要
観光管理
持続可能な
資源利用
消費もしくは
廃棄物の適正
管理
環境保全，多様
性の保持
地域計画，地域
経済の維持
効果的な地域
コミュニティ
およびネット
ワーク構築
関連主体の
教育
適切なマー
ケティング
モニタリング
と研究
政策手段，政策主
体
キャリング
キ ャ パ シ
ティの推計
（生態学的，
社会的，環
境的飽和水
準の測定な
ど）
経済的インセ
ンティブ（課
税，補助金な
ど）産業規制
（ 直 接 規 制，
自主的規制，
企業の社会的
責 任 な ど ），
観 光 客 管 理
（ゾーニング，
交通規制，観
光客誘導・分
散など）
保全地域規制
（国立公園，生
物保護地域，特
定領域指定な
ど），文化財の
保全施策（文化
財保護法など）
環境，観光基本
計画策定，環境
影響評価（費用
便益分析，マテ
リアルバランス
モ デ ル，GIS，
エコラベル，環
境会計など）
住民参加によ
る審議および
協働（情報公
開， 情 報 共
有，審議会の
設置運営，住
民行動調査，
表明選好調査
など）
観光知識お
よび技術訓
練（地域ボ
ランティア
ガ イ ド 育
成，環境教
育など）
観光客の管
理・ 運 営，
観光客満足
度（ 観 光
客・業界の
管理規則，
関連条例な
ど）
持続可能性指
標の作成およ
び活用（環境，
社会，まちづ
くりなどとの
連携）
持 続 的 な コ モ ン
プール資源（CPRs）
の資源の管理
CPRs の 明
確な定義と
境界，配分
ルール
CPRs の利用に関するルールの
設定，遵守
集団的選択，対
立の調整回避方
法の確立
持続可能な利用範囲，適切
な統制，参加および協力活
動に関する相互義務
モニタリング技術と罰則
ルール
出所）　薮田（₂₀₁₅）の表を一部改訂．
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③現実の観光地における観光開発の持続可能な資源の管理ルールを与えている，
等の点である．このため，「エコツーリズムの基本原則」は，本論文の主題である「日本の世界自
然遺産と観光発展」について評価，考察する場合に有効な分析視座を与えるものと考える．
₄ ．日本の世界自然遺産の保全と観光発展
　ここでは，本論文の分析主題である日本の世界自然遺産の保護，維持管理に関するガバナンス
の特徴とその課題について分析を行う．₁₉₇₂年の第₁₇回 UNESCO 総会で採択された世界遺産条
約（『世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約』）のもとで，条約の締約国が世界遺産候補に
ふさわしいと考える遺産（暫定リスト）の中から，世界遺産委員会に推薦遺産物件を推薦し，世界
遺産委員会の審議を経て登録が決定される．日本については，₂₀₁₈年 ₆ 月（バーレーン，第₄₂回世
界遺産委員会）時点で，新たに「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の世界文化遺産登録
が決定し，自然遺産が ₄ 件，文化遺産が₁₈件となっている．世界遺産の登録については，人類に
とって OUV があり，自然，文化に関して満たすべき₁₀の登録基準のうち一つ以上を満たすことが
要件となっている．₁₀の登録基準のうち，（vii）自然美，（viii）地質学的な歴史的段階の証拠，（ix）
生態的，生物学的進化，共存のプロセス，（x）生物多様性，の四つの基準を満たすものが世界自然
遺産として登録される．本稿が対象とする日本の四つの世界自然遺産については，表 ₃ のように
なっており，それぞれの登録基準は様々であるが，登録基準を知ることによって，自然遺産の姿
を想起することが容易になる．たとえば，知床の場合は，海と陸の生態系の繫がりに特徴があり，
小笠原の場合は海洋島であることによる希少な生態系とその進化の過程に特徴があり，それぞれ，
オホーツク海につらなる羅臼岳の雄大な姿，孤島のなかの美しいラグーンなど，いずれも訪問者
にとって非日常的な魅力にあふれた観光資源となっている．
　なお，₂₀₁₈年の日本の世界遺産登録に関するもう一つのトピックスは，「奄美大島，徳之島，沖
縄島北部および西表島」であろう．国際自然保護連合（IUCN）が登録延期を勧告していたことを
受けて，₂₀₁₈年 ₅ 月末に，環境省は提出した推薦書を一度取り下げ，内容を精査して再推薦する
案を関係自治体に伝えた₅）．そもそも登録延期の理由は，適切に対象地域が設定されておらず，
「……独自に進化した生態系などを将来に渡って保全することに重大な懸念がある」こと，また，
米軍基地との関係で「分断された地域同士を繫ぐためにも，アメリカから返還された沖縄本島の
北部訓練場を推薦地域に加えることが必要」なこと，さらに，「希少種がいないなど基準に満たな
い小規模な地域を除く必要がある」といった点が指摘されたことにあった．自然遺産ではないが
富士山（富士山―信仰の対象と芸術の源泉（₂₀₁₃年登録））のケースのように，登録時に課題が課せ
₅ ）　『毎日新聞』₂₀₁₈年 ₅ 月₂₉日の記事（「奄美・沖縄」の推薦取り下げへ　環境相）による．
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表 3　日本の世界自然遺産リスト
世界自然
遺産
登録年 都道府県 市町村
面積
（km₂） 登録基準と要約
＊ 評価（特記事項）＊＊ 特記事項
出所
（₂₀₁₈/₀₇/₀₁時点）
屋久島 ₁₉₉₃ 鹿児島県 屋久島町 ₁₀₇.₅
（vii）屋久杉天然
林の景観，自然美
（ix）島嶼の生態
系₁₁₉番
行政による管理は進んで
おり，国，県，町レベル
での保全活動は協力的で
ある．訪問者管理につい
ては，訪問者数の確認が
なされており，四か所の
センターにおいて世界遺
産に関する環境，文化の
講義が行われている．
多雨と踏み付けにより，
歩道の浸食や劣化が生じ
ている．危機管理プラン
が十分でない．追加的な
モニタリングが必要．
State of conservarion
（₁₉₉₇）:
http://whc.unesco.org/
en/soc/₃₁₄₄
白神山地 ₁₉₉₃
青森県
鰺ヶ沢町，
深 浦 町，
西目屋村
₁₆₉.₇
（ix）原生的なブ
ナ林と多様な生
態系
異なるレベルの行政が協
力し管理している．₁₉₉₅
年より新たな管理計画が
実行されている．県は，
国定公園の規制を強化
し，町村は駐車場，公共
トイレを維持している．
訪問者は，赤外線セン
サーにより₁₁か所でカウ
ント． ₂ か所の世界遺産
センターでの訪問者管
理．小学校上学年対象の
公園レンジャープログラ
ムによる教育プログラム
の遂行．
林 業 お よ び 木 材 生 産
（₁₉₉₅，世界遺産の外部
の海岸域の森林伐採）歩
行アクセスのみによっ
て，大きな観光圧力はな
い．とくに危機管理プラ
ンはない．青森，秋田の
連絡協議会は年 ₂ 回会合
を開催．モニタリングに
ついては，環境省と森林
総合研究所が，森林利用
と管理に関して研究を進
めている．
State of conservarion
（₁₉₉₇）:
http://whc.unesco.org/
en/soc/₃₁₄₃
秋田県 藤里町
知床 ₂₀₀₅ 北海道
斜里町，
羅臼町
₇₁,₁₀₀.₀
（ix）海と陸の生
態系の繫がり
（x）希少種，固
有種を含む生態
系
海洋保護強化措置ならび
に海洋管理計画の策定促
進，地図境界の詳細の送
付，ダムの影響を識別す
るサケ管理計画の策定，
評価報告書に含まれる他
の管理問題ならびに観光
管理と科学調査の取り組
み（WHC⊖₀₅/₂₉.COM/ 
₈B）
遺 産 へ の 影 響 要 因
（₂₀₁₇）：養殖，観光の影
響，水インフラ，気候変
動など，
State of conservation
（₂₀₁₇）:
http://whc.unesco.org/
en/soc/₃₅₆₈
http://whc.unesco.org/
en/decisions /₁₆₂₂/
小笠原諸島 ₂₀₁₁ 東京都 小笠原町 ₇,₉₃₉.₀（ix）海洋島の生
態系と生物進化
₂₀₁₀年の小笠原諸島仮計
画および小笠原諸島生態
系保全行動計画を問題に
対処するものと評価．研
究者，管理者，コミュニ
ティ間のリンクを評価．
（WHC⊖₁₁/ ₃₅.COM/ ₈ B）
外来種管理，観光インフ
ラなど環境影響評価の事
前適用，小笠原エコツー
リズム協議会の強化，観
光事業者，観光客管理に
関する規制とインセン
ティブの確保，など
http://whc.unesco.org/
en/decisions/₄₂₈₂
出所）＊環境省 HP による．内容は筆者による要約．＊＊UNESCO 世界遺産センターの HP により筆者作成．
られたケースがあり，その意味でも，世界遺産への登録は，遺産保護と理解へ向けた第一歩であ
ると考えるべきである．
4.1　世界遺産と観光に関するWeb調査の概要
　ここでは，まず，₂₀₁₇年 ₈ 月 ₈（火）から₁₀日（木）の三日間に実施した Web 調査にもとづいて，
観光地としての世界遺産に対する訪問客のスタンスについて検討を加える₆）．日本が世界遺産条約
の締約国になった₁₉₉₂年以降，まず，₁₉₉₃年に二つの自然遺産―屋久島および白神山地が登録さ
れ，その後，₂₀₀₅年には知床が，₂₀⒒年には小笠原諸島が登録された．なお，調査回答数は全体
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［Q 2 ］以下のことについて，どの程度当てはまるかお答えください．
そう思う　　ややそう思う　　どちらとも言えない　　あまりそう思わない　　そう思わない
世界遺産の制度について知っている
世界遺産には自然遺産や文化遺産があるが，どちらかと
いうと自然遺産を訪問したい
世界遺産地域での観光開発については，基本的に反対
である
エコツ リーズムについて知っている
エコツ リーズムとエコツアーは同じものである
世界遺産に登録されるための基本条件（「顕著な普遍的
価値」があることや登録基準など）があることを知っている
0 20 40 60 80 100（％）
5.8
5.0
7.9
10.3
2.4
24.9
27.1
21.6
21.2
9.8
5.51.1
29.0
45.9
26.2
25.2
32.7
21.3
28.5
27.9
43.6
43.1
21.5
20.7
14.5
15.4
19.3
19.3
12.2
10.0
₆ ）　世界遺産に関する調査については，楽天リサーチが₂₀₁₄年に発表した調査結果（楽天リサーチ　
https://research.rakuten.co.jp/report/₂₀₁₄₀₇₂₂/₂₀₁₈/₀₇/₀₇アクセス）があるが，本調査は，①自然遺産と
文化遺産との嗜好と環境配慮行動，②世界遺産保護のガバナンス，に関する分析視点が異なっている．
なお，本論文の作成に当たっては，世界遺産の訪問に関して，世界自然遺産の嗜好と観光時に環境配慮
行動を行う傾向をもつエコツーリストの行動仮説を検証している．なお，本稿の Web 調査については，
株式会社マクロミルに依頼し実施した．
Q 3 　日本の世界遺産（認知と訪問経験，％）
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0
認知 訪問経験
知床白神山地屋久島小笠原諸島平泉の文化遺産日光の社寺白川郷・五箇山の合掌
…
古都京都の文化財古都奈良 文化財法隆寺地域の仏教建
…
紀伊山地の霊場と参
…
姫路城原爆ドーム（広島の平
…
厳島神社石見銀山遺跡とその文
…
琉球王国のグスクおよ
…
富士山富岡製糸場明治 産業革命遺産国立西洋美術館宗像・沖ノ島と関連遺
…
出所）　図 ₂ に同じ．
図 2　世界遺産に関する設問
出所）　本稿で行なった Web 調査による．
図 3　日本の世界遺産の認知と訪問経験
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で n ＝₁₀₈₆であり，日本全体の男女比と年齢構成，地域別構成比で案分している．このアンケー
ト調査は，「観光地での訪問者の環境配慮呼行動」や「世界遺産の訪問経験と保護・ガバナンス」
など複数の調査意図をもって設問を設定した．本論文に関しては，環境配慮的な観光客をエコ
ツーリストと定義し，「エコツーリストは，文化遺産より自然遺産訪問の指向性が高い」，ならび
に「エコツーリストは，世界遺産での観光開発に反対する傾向がある」といった仮説について検
定を行っている．以下，設問とその回答結果を説明する．
　［Q ₂ ］は世界遺産や世界遺産制度，観光開発に関わる設問であり，文化遺産に比して自然遺産
への訪問志向がより大きいとする割合は，文化遺産の登録数がより大きいことを反映して約 ₃ 割
程度となっている（図 ₂ ）．「エコツーリズム」という用語の認知度は₁₂.₂％と少ない．反面，「「エ
コツーリズム」と「エコツアー」は同じである」との回答は ₆ ％程度となっており， ₉ 割以上の
人が，両者は同じものではないか，または懐疑的としており，この点は，昨今の「エコツアー」
ブームに関するスタンスを示していると思われる．また，世界遺産地域での観光開発に関する姿
勢についての設問では，「反対（そう思う，ややそう思う）」₃₁％，が，反対（あまりそう思わない，
そう思わない）」₂₅％を上回っており，基本的に反対する姿勢を示している．
　一方，図 ₃ ないし表 ₄ （Q ₃ ）は，各世界遺産について，自然遺産と文化遺産に関する認知訪問
比率（認知と実際の訪問経験有の比率）を示している．認知の割合については自然遺産，文化遺産
との間では違いはないが，それに対して，実際の訪問経験は世界自然遺産の方が小さいことがわ
かる．
　また，Q ₅ 「世界遺産に期待すること」については，「ごみが落ちていない（₄₈.₈％）」「訪問者の
自然（文化）への理解（₄₆.₆％）」の他に，「自然（文化）に関する解説がしっかりしている
（₃₃.₁％）」や「観光業者の保全姿勢（₂₅.₉％）」などが挙げられている．次に，Q ₆ 「世界遺産の保
表 4　（Q ₃ ）世界遺産別の認知訪問経験比率
世界自然
遺産
知床
白神山
地
屋久島
小笠原
諸島
認知 ₇₀.₈ ₅₁.₆ ₇₁.₉ ₅₂.₉
訪問経験 ₁₄.₁ ₃.₉ ₃.₂ ₁.₉
認知訪問
比率
₁₉.₉％ ₇.₆％ ₄.₅％ ₃.₆％
世界文化
遺産
平泉の
文化 
遺産
日光の
社寺
白川郷 
・五箇
山の合
掌造り
集落
古都
京都の 
文化財
古都
奈良の 
文化財
法隆寺
地域の
仏教建
造物
紀伊山
地の霊
場と参
詣道
姫路城
原爆
ドーム
（広島
の平和
記念
碑）
厳島 
神社
石見銀
山遺跡
とその
文化的
景観
琉球王
国の
グスク
および
関連遺
産群
富士山
富岡 
製糸場
明治の
産業革
命遺産
国立 
西洋 
美術館
宗像・
沖ノ島
と関連
遺産群
認知 ₅₀.₂ ₅₂.₃ ₆₁.₄ ₆₂.₆ ₅₇.₁ ₅₅.₁ ₃₃.₉ ₆₃.₈ ₇₈.₈ ₇₂.₈ ₄₅.₉ ₃₅ ₈₀.₁ ₇₁ ₃₁.₄ ₃₀.₉ ₃₃
訪問経験 ₁₅.₄ ₂₈.₃ ₁₈.₅ ₄₅.₆ ₃₈.₅ ₃₂.₁ ₆.₉ ₂₅.₇ ₃₈.₄ ₃₄.₃ ₅.₅ ₁₁.₃ ₂₄.₂ ₅.₈ ₂.₉ ₁₂.₃ ₁.₇
認知訪問
比率
₃₀.₇％ ₅₄.₁％ ₃₀.₁％ ₇₂.₈％ ₆₇.₄％ ₅₈.₃％ ₂₀.₄％ ₄₀.₃％ ₄₈.₇％ ₄₇.₁％ ₁₂.₀％ ₃₂.₃％ ₃₀.₂％ ₈.₂％ ₉.₂％ ₃₉.₈％ ₅.₂％
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護について最も重要な役割を演ずるステークホルダー」としては，「国」「自治体」などの行政（そ
れぞれ₃₉.₆％，₂₂.₆％）のほかに，地域住民（₁₅.₄％），観光客（₁₂.₈％），旅行業者（₃.₅％）となっ
ており，地域住民，観光客などの果たす役割が重要視されていることがわかる（表 ₅ （Q ₆ ））．
Q ₇ 「世界遺産の保全にとっての重要な手段」としては，観光客の量的規制（₄₆.₆％），監視体制の
整備（₃₂.₀％），自治体間の協力強化（₂₉.₅％）の他に，多言語対応による注意喚起（₂₆.₉％），観光
客への課税（₂₅.₇％）の順となっている．
4.2　世界遺産と観光に関する自治体調査の概要
　次に，日本の ₄ か所の世界自然遺産の現況に関する調査の概要と結果を述べる．自治体に対す
るヒアリング調査は，白神山地（₂₀₁₄年 ₈ 月 ₆ 日（青森県西目屋村）， ₈ 月 ₇ 日（青森県鯵ケ沢町，
青森県深浦町）， ₈ 月 ₈ 日（秋田県藤里町）の ₄ か所）ならびに知床（₂₀₁₅年 ₈ 月₃₁日（北海道斜里
町）， ₉ 月 ₂ 日（北海道羅臼町）の ₂ か所（面談法）について行った₇）．また，同年₁₁月に公共政策
薮田研究室で行った自治体アンケート調査（郵送法）をベースに検討を行っている₈）．
　ところで，本稿の最初の部分で，世界遺産登録によって地域の認知が高まり，観光客が増大し
地域経済が活性化することが期待されることを述べた．しかし，その OUV をもつ性質上，世界自
然遺産については，例外なくその保護と持続可能な利用との間にトレードオフの関係がある．た
表 5　（Q ₆ ）世界遺産を持続可能に保つために考えられる主要ステークホルダー
₁ ₂ ₃ ₄ ₅ ₆ ₇ ₈
全体 行政（国）
行政（自
治体）
地域住民 観光客 旅行業者 研究者 その他
当てはま
るものは
ない
₁ 位／番目
₁₀₈₆ ₄₃₀ ₂₄₅ ₁₆₇ ₁₃₉ ₃₈ ₂₇ ₈ ₃₂
₁₀₀.₀ ₃₉.₆ ₂₂.₆ ₁₅.₄ ₁₂.₈ ₃.₅ ₂.₅ ₀.₇ ₂.₉
₂ 位／番目
₁₀₈₆ ₁₆₅ ₄₈₈ ₁₆₄ ₁₂₄ ₇₇ ₃₀ ₁ ₃₇
₁₀₀.₀ ₁₅.₂ ₄₄.₉ ₁₅.₁ ₁₁.₄ ₇.₁ ₂.₈ ₀.₁ ₃.₄
₃ 位／番目
₁₀₈₆ ₁₆₀ ₁₃₆ ₃₅₀ ₁₉₆ ₁₁₈ ₇₆ ₆ ₄₄
₁₀₀.₀ ₁₄.₇ ₁₂.₅ ₃₂.₂ ₁₈.₀ ₁₀.₉ ₇.₀ ₀.₆ ₄.₁
₄ 位／番目
₁₀₈₆ ₁₃₀ ₁₀₆ ₁₅₇ ₂₇₇ ₂₀₀ ₁₃₈ ₁₂ ₆₆
₁₀₀.₀ ₁₂.₀ ₉.₈ ₁₄.₅ ₂₅.₅ ₁₈.₄ ₁₂.₇ ₁.₁ ₆.₁
₅ 位／番目
₁₀₈₆ ₉₉ ₃₃ ₁₁₆ ₁₈₁ ₃₁₅ ₁₅₂ ₅₄ ₁₃₆
₁₀₀.₀ ₉.₁ ₃.₀ ₁₀.₇ ₁₆.₇ ₂₉.₀ ₁₄.₀ ₅.₀ ₁₂.₅
出所）表 ₄ ，表 ₅ ともに図 ₂ に同じ．
₇ ）　構造化インタビューとして各₁.₅⊖ ₂ 時間程度で行われた．大項目として，①世界自然遺産の保全に関
する行政としての対応，②住民，自治体，企業の保全やプラン作成に関する関与，③エコツーリズムの
推進に関する進捗と課題，に関する質問を行った．
₈ ）　調査に関してご協力いただいた各自治体の皆様方に感謝申し上げる．また，研究室の院生，OB の各位，
演習 ₃ 年幹事の角田光君を始め多くのゼミ生の協力を得ている．記して感謝する．
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とえば，最初に調査した白神山地については，表 ₃ で示したように，概ね保護のためのガバナン
スに問題がないと認識されていたが，もちろん，環境保全について，基本的な入山規制と地域社
会や生活のかかわりで一定の利用をベースにする考え方には，意見の相違が当初からあり続けた
（佐藤（₂₀₀₆））．加えて，青森，秋田の両県にまたがる世界自然遺産「白神山地」については，と
くに青森県において，入山規制の緩和や観光利用に向けた動きが出ており，白神山地ビジターセ
ンター（青森県西目屋村）を含めた訪問客数の減少などを背景に，観光振興と環境保護の両立が模
索されている₉）．
　図 ₄ は，世界自然遺産における観光客数の推移を示している．観光客数のデータについては，
公表データとして都道府県の資料から得られるものとそうでないものがあり，正確に把握するこ
とが困難な場合がある．図 ₄ は，世界自然遺産における観光客数の基礎自治体ベースの推移を示
したものである．知床はやや低調であるものの，屋久島は概ね微増，小笠原では世界遺産登録後，
観光客数が大きく増加していることがわかる．他面，白神山地に関してはほぼ減少傾向にあり，
₂₀₁₂年では，₂₀₀₄年比で₄₀％程度減少していることがわかる．また，図 ₄ ⊖参考表に示したように，
白神山地の観光客数は，青森県と秋田県では大きな乖離がある．また，秋田県の藤里町では，₂₀₀₄
年には₂.₈万人であったものが，₂₀₁₂年には₁.₈万人へと減少している．
　他方，関連する観光アクティビティベースでの観光客の動向を見たものが，表 ₆ である（ただ
し，青森県分）．個々の観光地で見る限り，先の全体的な減少傾向に反して，地点によっては増加
傾向にあるものもある．たとえば，十二湖ビジターセンター（深浦町）などの施設では，簡単にブ
ナ林や天然湖沼などの自然に比較的容易にアクセスすることができ，ここを「白神山地」である
と考える観光客がいる．他方，「白神山地」世界遺産センターは，青森県の西目屋村と秋田県の藤
里町にあり，「白神山地」の自然環境を学ぶための重要な情報発信，教育の場になっている．来訪
者数は，ともに幾分停滞状況にあるといえる．
　言うまでもなく，世界自然遺産の保護と適切な地域観光資源の利用のもとで，地域と地域コ
ミュニティの活性化が求められている．観光発展の在り方が，エコツーリズムの基本原理にもと
づいて行われるべきであり，その結果，持続可能な地域と観光の発展が実現されるべきであると
考える（表 ₂ 参照）．いずれにしても，日本の世界自然遺産における観光発展は，地域による跛行
性が大きく，世界遺産に登録されたからといって観光客の増加が必ず見込まれるといった楽天的
な見方はできない．ましてや地域の雇用や人口増加に寄与するとは言い難い．他方で，世界自然
遺産を観光開発に積極的に利用する場合の過剰利用や環境悪化のリスクが常に伴うために，行政
や住民による適切な管理の在り方が問われている．これらの状況は，表 ₂ のエコツーリズムの原
則を敷衍してまとめれば，表 ₇ にようになる．世界自然遺産となった ₇ つの関連自治体について
₉ ）　₂₀₁₄年 ₅ 月 ₃ 日付『日本経済新聞』による．
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図 4 −参考表　観光客数（実数　千人）
鰺ヶ沢町 深浦町 西目屋村 藤里町 合計（千人） 屋久島 小笠原 知床
₂₀₀₄ ₁₀₈₄ ₂₀₁₅ ₆₁₉ ₂₈ ₃₇₄₆ ₂₉₄ ₁₃ ₂₂₇₂
₂₀₀₅ ₉₉₂ ₂₁₆₅ ₅₈₈ ₂₈ ₃₇₇₃ ₃₁₇ ₁₄ ₂₄₉₀
₂₀₀₆ ₉₉₇ ₂₁₉₂ ₅₅₈ ₂₄ ₃₇₇₁ ₃₃₃ ₁₄ ₂₄₁₅
₂₀₀₇ ₉₆₇ ₁₉₂₁ ₅₇₆ ₂₅ ₃₄₈₉ ₄₀₆ ₁₆ ₂₁₂₄
₂₀₀₈ ₈₄₇ ₁₈₀₉ ₅₂₀ ₂₃ ₃₁₉₉ ₃₈₆ ₁₅ ₁₉₄₉
₂₀₀₉ ₈₀₇ ₁₆₃₀ ₄₈₅ ₂₅ ₂₉₄₇ ₃₂₈ ₁₄ ₁₈₁₁
₂₀₁₀ ₇₀₃ ₁₂₀₀ ₃₇₄ ₂₅ ₂₃₀₂ ₃₃₃ ₁₄ ₁₈₁₉
₂₀₁₁ ₆₃₁ ₁₀₀₉ ₂₈₆ ₁₉ ₁₉₄₅ ₃₂₀ ₂₂ ₁₆₈₉
₂₀₁₂ ₆₂₉ ₁₀₀₄ ₃₂₇ ₁₈ ₁₉₇₈ ₃₀₅ ₂₃ ₁₈₀₄
（出所 ）図 ₄ ，図 ₄ ⊖参考表ともに．青森県については入込客統計各年版，秋田県（藤里町）については，秋田県観光統計各
年の世界遺産センター藤里館入場者数．屋久島（統計やくしま各年版），小笠原（第 ₄ 次小笠原村総合計画），また，
知床については羅臼町，斜里町の町勢要覧などにより筆者作成．
図 4　日本の世界自然遺産における観光
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は，観光客の増大という意味での観光発展については，交流人口は増大しているものの未だに過
少の状態にあるとの認識でありは，概ね₂₀％程度の観光客増が期待されている₁₀）．他方，住民団体
の活動の活発化や観光関連の施設（観光案内所や観光スポットなど），地域の雇用や所得について
は，プラスの効果が生じている．ただ，全体として定住人口の減少停滞を阻止するまでには至っ
表 6　白神山地に関わる観光地における観光客数（青森県分）
鰺ヶ沢町 ₂₀₀₄ ₂₀₀₄／₂₀₁₀ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₁／₂₀₁₀ ₂₀₁₂ ₂₀₁₂／₂₀₁₀
赤石渓流（くろくまの滝） ₈₀,₇₀₀ ₁.₆₃ ₄₉,₆₅₉ ₅₃,₅₅₅ ₁.₀₈ ₄₄,₉₈₈ ₀.₉₁
ミニ白神 ₁₉,₇₈₅ ₁.₁₄ ₁₇,₂₈₅ ₂₁,₉₂₅ ₁.₂₇ ₁₈,₀₉₄ ₁.₀₅
鯵ヶ沢海水浴場 ₁₂₅,₃₄₅ ₁.₂₄ ₁₀₀,₈₆₅ ₁₀₆,₉₁₀ ₁.₀₆ ₁₃₇,₈₉₀ ₁.₃₇
釣り客（鯵ヶ沢漁港） ₁₀,₈₀₄ ₁₀,₉₂₆ ₁.₀₁ ₅,₉₂₁ ₀.₅₅
釣り客（七里長浜港） ₂₁,₇₅₇ ₁₅,₁₁₅ ₀.₆₉ ₁₂,₂₉₃ ₀.₅₇
海の駅わんど ₃₀₆,₇₁₅ ₁.₄₈ ₂₀₇,₇₈₅ ₂₁₅,₄₄₅ ₁.₀₄ ₁₉₈,₃₆₁ ₀.₉₅
深浦町 ₂₀₀₄ ₂₀₀₄／₂₀₁₀ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₁／₂₀₁₀ ₂₀₁₂ ₂₀₁₂／₂₀₁₀
岡崎海岸 ₆₈,₂₃₀ ₅₉,₀₉₀ ₀.₈₇ ₆₃,₆₈₀ ₀.₉₃
大岩・吾妻海岸 ₁₅,₇₄₀ ₁₂,₂₁₅ ₀.₇₈ ₁₃,₉₈₀ ₀.₈₉
行合崎海岸 ₃₁,₄₅₅ ₂₆,₃₅₇ ₀.₈₄ ₃₀,₂₈₀ ₀.₉₆
風合瀬海岸 ₃₅,₇₆₅ ₃₂,₅₂₅ ₀.₉₁ ₃₃,₈₄₀ ₀.₉₅
千畳敷海岸 ₁₀₈,₁₄₀ ₉₃,₈₈₀ ₀.₈₇ ₉₆,₈₉₀ ₀.₉₀
十二湖公園 ₄₅₁,₄₈₄ ₂.₁₃ ₂₁₂,₂₀₄ ₁₆₁,₀₇₆ ₀.₇₆ ₁₉₃,₃₆₉ ₀.₉₁
大間越海岸 ₃₁,₄₈₅ ₂₈,₁₇₂ ₀.₈₉ ₂₇,₀₀₅ ₀.₈₆
北金ヶ沢のイチョウ ₂₁,₄₀₀ ₁₇,₇₄₅ ₀.₈₃ ₁₆,₃₇₀ ₀.₇₆
円覚寺 ₆,₇₀₅ ₆,₈₇₅ ₁.₀₃ ₆,₂₅₇ ₀.₉₃
十二湖エコミュージアムセンター ₈,₃₂₈ ₀.₆₂ ₁₃,₄₉₃ ₁₃,₂₀₂ ₀.₉₈ ₁₃,₅₀₂ ₁.₀₀
十二湖ビジターセンター ₂₆,₅₃₃ ₁.₀₃ ₂₅,₆₉₆ ₂₆,₂₆₃ ₁.₀₂ ₃₈,₃₄₃ ₁.₄₉
ウエスパ椿山 ₁₇₆,₈₉₄ ₁₇₇,₈₀₂ ₁.₀₁ ₁₈₇,₈₁₈ ₁.₀₆
アオーネ白神十二湖 ₈₇,₃₄₉ ₆₀,₇₅₁ ₀.₇₀ ₆₅,₁₇₂ ₀.₇₅
かそせいか焼き村 ₁₆₀,₇₈₅ ₁₄₆,₂₂₈ ₀.₉₁ ₁₄₁,₆₇₃ ₀.₈₈
森の物産館「キョロロ」 ₆₄,₁₈₇ ₄₂,₄₇₉ ₀.₆₆ ₅₄,₄₉₄ ₀.₈₅
JR 十二湖駅産直施設 ₂₇,₃₈₅ ₂₀,₅₁₄ ₀.₇₅ ₂₁,₂₉₄ ₀.₇₈
西目屋村 ₂₀₀₄ ₂₀₀₄／₂₀₁₀ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₁／₂₀₁₀ ₂₀₁₂ ₂₀₁₂／₂₀₁₀
暗門の滝 ₁₂₆,₅₇₀ ₁.₇₀ ₇₄,₃₅₁ ₄₈,₁₁₃ ₀.₆₅ ₅₃,₈₁₀ ₀.₇₂
ブナ林散策道 ₁₂₀,₂₄₂ ₁.₆₂ ₇₄,₃₀₅ ₄₇,₄₀₃ ₀.₆₄ ₅₄,₉₁₆ ₀.₇₄
白神山地ビジターセンター ₇₅,₄₃₁ ₁.₃₃ ₅₆,₉₁₃ ₃₉,₈₄₇ ₀.₇₀ ₅₄,₃₆₁ ₀.₉₆
Beech にしめや ₈₇,₂₉₇ ₁.₄₀ ₆₂,₅₃₈ ₆₉,₅₀₉ ₁.₁₁ ₇₄,₁₇₆ ₁.₁₉
ブナの里白神館 ₇₅,₉₀₄ ₂.₂₉ ₃₃,₂₁₆ ₃₆,₅₁₂ ₁.₁₀ ₃₉,₄₁₈ ₁.₁₉
グリーンパークもりのいずみ ₃₆,₂₄₂ ₁.₃₈ ₂₆,₂₁₄ ₂₄,₇₄₉ ₀.₉₄ ₃₁,₆₅₃ ₁.₂₁
アクアグリーンビレッジ ANMON ₄₆,₁₃₅ ₁.₈₅ ₂₄,₈₉₈ ₁₉,₈₄₁ ₀.₈₀ ₁₈,₉₁₀ ₀.₇₆
津軽国定公園 ₃,₁₆₅,₀₀₀ ₁.₁₄ ₂,₇₈₃,₀₀₀ ₂,₂₉₃,₀₀₀ ₀.₈₂ ₂,₃₆₈,₀₀₀ ₀.₈₅
赤石渓流暗門の滝県立自然公園 ₇₂₈,₀₀₀ ₃.₀₇ ₂₃₇,₀₀₀ ₁₉₁,₀₀₀ ₀.₈₁ ₁₉₁₀₀₀ ₀.₈₁
　注 ）　平成₂₂年（₂₀₁₀）年の観光統計からは，国が定めた「観光入込客統計に関する共通基準」に基づき調査を実施する
こととし，自然公園の入込数については，当該自然公園内の観光地点の入込数の合計を示す．（単位　人）
（出所）　青森県観光入込客統計（平成₂₄年ほか各年版）ほかにより筆者作成．
₁₀）　西目屋村，鯵ケ沢村については，現在水準は妥当であるとの回答であった．
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ていない．
　世界遺産のもつ OUV の保護とその持続可能な利用について，日本の場合は，世界遺産登録のも
つ，地域社会への影響が重視される傾向があることはすでに述べた．ここで，世界遺産登録前後
において，「その影響はどのようなものであったか」という観点からの調査をまとめたものが，表
₈ である．世界遺産を担当する各自治体部署の率直な認識を伺っており，その意味では，主観的
評価である課題をもっていることを認識した上で評価を行っている．社会経済面について（₁₂項
目），環境面の影響について（ ₉ 項目）を，登録前後で改善する方向（ ₃ 点以上）か，悪化する方向
か（ ₃ 点以下）について問い（変化なしの場合は ₃ 点），点数化したものである．これから次の点を
指摘できる．まず，経済社会の影響については，概ね影響はプラスであり，屋久島，小笠原諸島
表 7　世界自然遺産の課題と観光管理
世界自然
遺産
観光の現
状に対す
る認識
共通課題
共通の
対策
環境保
全，多様
性の保持
地域計
画，地域
経済の
維持
効果的な
地域コミュ
ニティおよ
びネット
ワーク構築
関連主体
の教育
適切な
マーケ
ティング
モニタリ
ングと
研究
主な対策 特記事項
屋久島
過少
（₂₀％増）
トイレ管
理，廃棄
物管理問
題，ガイ
ドの質の
確 保 問
題，交通
管理，観
光 客 マ
ナー問題
など
観光客へ
のマナー
呼 び か
け，ガイ
ドに対す
る講習会
開催，交
通 規 制，
各遺産セ
ン タ ー，
標識によ
る啓発
ヤクシカ
の摂食
登山客の
安全管理
森林生態系のモ
ニタリング，巡
視啓発活動，遺
産価値 PR の取
り組み，植生回
復 へ の 取 り 組
み，ヤクシカ対
策，グリーンサ
ポートスタッフ
による巡視活動
など
車両規制などは
遵守されている
が，動植物に配
慮した行動，排
泄マナーなどの
問題がある
白神山地
町村で異
なる
マタギ文
化 の 消
失，日本
鹿の摂食
県間での
保全状況
の 相 違，
環白神エ
コツーリ
ズム推進
協議会の
展開
登録に対す
る住民スタ
ンスの違い
地域住民
の 参 加，
主体の展
開
ガイド育
成の工夫
森林生態系のモ
ニタリング，巡
視啓発活動，遺
産価値 PR の取
り組みなど
入山の届け出制
への変更は，効
果的であった．
周辺自治体との
連携によって観
光情報の発信，
マナー遵守の呼
びかけが重要，
世界遺産にふさ
わしい観光振興
知床
過少（₁₀
－₂₀％増）
エゾシカ
対策
海域管理
計画の策
定
ヘリコプ
ター観光
（騒音な
ど）
気候変動
のモニタ
リング
知床森林生態系
保 護 地 域 の 設
定，河川工作物
の改良，シマフ
クロウの影響調
査など
トドの問題：絶
滅危惧種の保全
は 重 要 で あ る
が，漁業のため
にはある程度の
駆除は必要．効
果的な対応策が
ないのが現状
小笠原
諸島
過少
（₂₀％増）
外来種の
侵入
小笠原諸島森林
生態系保護地域
の設定，小笠原
諸島森林生態系
保護地域におけ
る「利用ルール」
の導入，外来種
対策，希少種の
保護
小 笠 原 カ ン ト
リーコードにつ
いては，ほぼ遵
守されている．
観 光 客 の エ コ
ツーリズムに対
する理解の進捗
を求める
（出所）公共政策薮田研究室の₂₀₁₅年調査データをもとに筆者作成．
474
で大きい．それに対して，環境への影響については，白神山地を除き，知床，小笠原諸島は「変
化なし」であったが，屋久島においては，環境悪化が生じている．ここにおいて，環境保護と適
切な資源管理，利用の問題が生じていると考えられる．実際，登山者のマナー問題や廃棄物管理，
動植物管理などの問題が広報されている事実を考慮すれば，この点も理解できる．これに関連し
て，評価の分散が大きいことに注意すると，これは，各項目での評価の差が大きいことを示して
いる．実際，ごみの排出量やトイレ問題などの悪化が課題になっている．
　もちろん，表 ₈ の結果は選択した項目に影響を受けているが，概ね，世界遺産登録が，経済社
会へ与える影響がプラスであるのに対して，環境に関しては悪化させる効果をもつ可能性がある
こと，したがって，適切な環境面の配慮と資源管理が一層求められることを意味していると言え
る．
₅ ．おわりに：日本の世界自然遺産保全のガバナンスと課題
　自治体へのヒアリング，アンケート調査にもとづいて得られた主な知見としては，①観光容量
のとらえ方は自治体ごとに異なっているが，自然環境の状態，交通量，宿泊施設の順で重要と考
えている，②世界自然遺産の保全管理について重要と考えるステークホルダーについては，国，
都道県の他に，「住民と自治体の連携が重要」と考えていること，加えて③世界遺産登録前後の影
響，変化に関しては，自治体間の差は大きいものの，概ね社会・経済面では，雇用，宿泊施設，交
通手段面での評価が高く，なかでも「住民団体の活動」にプラスの影響があった．他方，環境面
に関しては，「固有種の保全対策」「外来種の駆除対策」「森林保全」など，自然遺産ならではの課
表 8　世界遺産登録による社会経済，環境への影響についての評価
世界自然遺産 経済社会項目（₁₂） 経済平均 分散 プラス数 マイナス数
屋久島 雇用，所得，定住人口，交流
人口，住民団体活動，宿泊施
設，観光スポット，レストラ
ン，観光案内，交通手段，世
界遺産に関わる職員数，観光
に関わる職員数
₃.₆₆₇ ₀.₆₅₁ ₉ ₁
白神山地 ₃.₂₅ ₀.₆₅₇ ₅ ₁
知床 ₃.₃₄ ₀.₆₈₅ ₆ ₃
小笠原諸島 ₃.₆₆₇ ₀.₄₉₂ ₈ ₀
世界自然遺産 自然環境項目（ ₉ ） 環境平均 分散 プラス数 マイナス数
屋久島 ごみ排出量，固有種保全対
策，交通混雑，トイレ問題，
景観問題，観光客マナー，外
来種駆除，森林保全，野生生
物との共存
₂.₃₃ ₁.₁₁₈ ₂ ₆
白神山地 ₃.₆₇ ₀.₂₃₅ ₉ ₀
知床 ₃ ₀.₅₅₉ ₄ ₃
小笠原諸島 ₃ ₀ ₀ ₀
（出所）公共政策薮田研究室の₂₀₁₅年調査データにより筆者作成．
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題が挙げられている．また，世界遺産の登録の影響については，限定的ではあること，地域に
よって違いがあるが，経済社会への影響は概ねプラスであるものの環境面への影響はマイナスと
いった評価がある．このことは，本来の世界自然遺産の保護と利用が及ぼす影響について，とく
に留意しなければならない点である．実際，エコツーリズムの基本原則から見た場合，観光がも
たらす様々な弊害については大きく懸念されているところであり，世界遺産登録後の急激な観光
客の流入による混雑現象の問題や自然環境への影響が問題視されている．また，地域発展に向け
た観光開発が，恒常的な自然環境への脅威となっている屋久島，知床や小笠原諸島などの問題が
ある．言うまでもなく，わが国の場合，₁₉₈₀年代後半のリゾート開発の失敗などがあり，地域住
民の厚生を最大化させる努力よりも，地域観光資源の過剰利用が進み，持続可能な地域発展が阻
害された．その反省もあって，₂₀₀₈年にエコツーリズム推進法が施行され，自然環境への配慮，観
光振興および地域振興への寄与，環境教育への活用などを基本理念として，政府によるエコツー
リズムの基本方針策定のもとで，市町村ベースでのエコツーリズム推進母体と構想の策定，必要
に応じた環境保全などができる仕組みが形成された．観光発展は，それ自身常に，地域の自然や
文化，時として社会自体に悪影響をおよぼす危険性をもっていることを念頭に，基本的にエコ
ツーリズムの原則をベースにした観光発展計画の策定が必要であると考える．また，地域観光資
源の保全管理に関して，ステークホルダーの責任ある行動への要請や，自治体と住民の一体と
なった自然保護活動の実施が重要である．
付記：本研究については，文科省の科学研究費補助金（₂₀₁₄⊖₂₀₁₈年度基盤研究（C）課題番号₂₆₃₄₀₁₂₁）
を受けている．中條誠一教授からは，教育上，研究上多大の恩恵を受けた．教授の古希のお祝いに
際し，論文掲載の機会を与えられたことに対して感謝申し上げる．
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